




















要旨 

新生児搬送に比べ母体搬送は極めて少ない。 

母体搬送の受け入れ先施設の分娩取扱の過剰のため、1 次施設から安心して母体搬送が行

われる状態とはいえない、やむなく円滑に行われている新生児搬送によっている。 

緊急時での母体搬送は、危険であり、非緊急の現状で搬送する必要がある。 

しかし非緊急の状態で搬送すべきものを、転送の決断とタイミングを失して、緊急事態に

まで持ち込むこともないとはいえない、非緊急の状態での搬送についての、望ましいガイ

ドラインを設定する事が必要である。 

また、合併症その他について、妊娠中期までに専門施設へ母体搬送(転医)することが望ま

しいガイドラインの設定も、必要である。 

緊急時の搬送を可能にするためには、地域毎に、医療レベルのシステム化、特に2次 3次

施設での分娩の取扱を制限し、ハイリスク例紹介例の分娩扱いのみとし、1 次は、民間施

設を積極的に活用するというシステム化を確立することが先決である。 

新生児施設に、分娩施設があり適切に運用されることは望ましいことではあるが、現実に

は、かかる分娩施設で出産した新生児が、過剰に利用している感がある。一般の分娩を取

り扱わないことによって、初めて母体搬送、特に緊急時の搬送受け入れが可能であり、新

生児施設も適切に運用されることになる。 

地域毎に適当に配置された、上記の医療のシステム化にしたがって適切に運用される周産

期センターが理想であるが、新設が不可能なら、地域毎に選択し現有の施設を組替え前記

の機能を発揮させることが望ましい。 

妊婦死亡、新生児死亡、障害児発生を予防するためには、医療そのものの検討と共に、医

療の場に上ってこないもの(落ちこぼれ)に対する、社会的行政的な対策の検討が必要であ

る。 


